
高知県営業時間短縮要請協力金申請等要項

令和２年12月 18日

Ⅰ 協力金の概要

１．趣旨

新型コロナウイルスによる感染が拡大していることを受けて、高知県では、

令和２年 12 月 14 日に、事業者の皆さまに施設の営業時間の短縮（以下「営業

時間短縮」という。）へのご協力をお願いしたところです。

この要請に応じて、営業時間短縮の対象となる施設（以下「対象施設」とい

う。）を運営されている方で、業種毎の感染拡大予防ガイドラインを遵守し、営

業時間短縮若しくは休業にご協力いただける中小企業、個人事業主等の皆さま

に対して、「高知県営業時間短縮要請協力金」（以下「協力金」という。）を支給

します。

２．支給額

営業時間短縮の要請期間（12/16～12/30 の 15 日間）に協力いただける日数

（ただし定休日は除く）に４万円を乗じて得た額

なお、複数の対象施設を運営する事業者の場合、1店舗（事業所）毎に算定

します。

Ⅱ 申請要件

１．申請要件

協力金の申請要件は、次の全ての要件を満たす方（（５）を除き、以下「申請

者」という。）とします。

（１）県内で対象施設（別表１）を運営する事業者（県外に本社がある事業

者を含む。以下同じ。）で、中小企業（中小企業基本法（昭和 38 年法律

第 154 号）第２条第１項各号に規定する中小企業者をいう。）、個人事業

主、特定非営利活動法人及びその他法人（社会福祉法人、学校法人、一

般社団法人、公益社団法人、一般財団法人、公益財団法人、農業法人等

の各種法人をいう。）であること。

（２）営業時間短縮の要請を行った日（令和２年 12 月 14 日）以前から、法

令等が求める営業に必要な許可等を取得のうえ、対象施設を運営してい

ること。

（３）業種毎の感染拡大予防ガイドラインを遵守していること。

（４）午後８時を超えて営業しようとしていた事業者が、本県の要請に応じ

て、令和２年 12 月 16 日から同年 12 月 30 日までの間において、営業時

間の短縮若しくは休業を行うこととし、午前５時から午後８時までに限

って営業すること。

（５）申請者等（代表者のほか、役員又は使用人その他の従業員若しくは構

成員等）が、暴力団（高知県暴力団排除条例（平成 22 年高知県条例第

36 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員等（同条

第３号に規定する暴力団員等をいう。）に該当しないなど、別表２に掲

げるいずれにも該当せず、かつ、将来にわたっても該当しないこと。



Ⅲ 申請手続等

１．協力金に関する問い合わせ先

協力金の申請手続等に関してご質問等がある場合は、以下の協力金申請手続

相談窓口へお問い合わせください。

高知県営業時間短縮要請協力金申請手続相談窓口（コールセンター）

電話番号：０８８－８２３－９８０９

受付時間：午前９時から午後５時まで

（土日、祝日、年末年始も開設しております。）

２．申請書類

別表３に掲げる申請書類を提出してください。

なお、必要に応じて追加書類の提出及び説明を求めることがあります。

また、提出いただいた申請書類は、返却しません。

３．申請書類の入手方法又は場所

以下の方法又は場所で、申請に必要な書類を入手することができます。

〇高知県庁のホームページから印刷又はダウンロード

【URL】http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/150401/tansyuku_kyouryokukin.html

〇高知県庁本庁舎１階ロビー内

〇県の合同庁舎及び県税事務所

〇県内の市町村役場の所定窓口

※県税事務所及び市町村役場の所定窓口の一覧は、別表４をご覧ください。

なお、相談対応は行っていません。不明な点は、１の問い合わせ先まで

お電話ください。

４．申請書類の受付期間

令和２年 12 月 21 日（月）から令和３年２月１日（月）まで

５．申請受付方法

以下の方法で、申請を受け付けます。

（１）郵送による受付

申請書類を以下の宛先へ郵送してください。

なお、簡易書留など郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。

令和３年２月１日（月）の消印有効です。

〈宛先〉

〒780－8570 高知県庁

「高知県営業時間短縮要請協力金 申請受付係」

※申請書類の入った封筒は郵送用の封筒としてご利用いただ

けます。切手を貼付のうえ、申請者の住所及び氏名を必ずご

記入ください。

※送料は申請者側でご負担をお願いします。

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/150401/tansyuku_kyouryokukin.html


（２）オンラインによる受付

現在準備中です。準備が整いましたら、高知県庁のホームページで

お知らせします。

６．支給の決定

申請書類を受理した後、その内容を審査し、適正と認められるときは、協力

金を支給します。協力金の支給は、令和３年１月初旬から順次開始する予定で

す。ただし、準備が整い次第、年内の支給もあり得ます。

７．通知等

申請書類の審査の結果、協力金を支給する旨の決定をしたときは、協力金を

お支払いするとともに、通知を発送します。

なお、申請書類の審査の結果、協力金を支給しない旨の決定をしたときは、

後日、不支給に関する通知を発送します。

Ⅳ その他

（１）申請要件に該当しない事実や不正等が疑われる場合は、対象施設の営業時間

短縮の取組に係る実施状況や対象施設の運営状況に関する検査を実施し、又は

報告を求めることがあります。

（２）（１）の検査等の結果、申請要件に該当しない事実や不正等が明らかであると

判明した場合は、協力金の不支給を決定し、又は支給決定を取り消します。

既に協力金の支給を受けている申請者は、協力金を返還するとともに、協力

金の受領の日から返還の日までの日数に応じた加算金（協力金の額に年

10.95％の割合で計算した額）を支払わなければならない場合があります。ま

た、返還金及び加算金が納期限までに納付されない場合は、延滞金が加算され

ます。

（３）申請書類に記載された情報については、協力金の支給や検査等に関する事務

のほか以下の場合を除き、使用しません。

①県内の市町村が、独自に創設した新型コロナウイルス感染症の拡大防止の

ための営業時間短縮要請等に対する協力金に関する事業を実施するため

に必要であるとして、高知県に情報提供（申請者情報、振込先等）の依頼

があった場合

②税務情報として使用する場合

③高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）第５条の規定に基づく

開示請求を受けた場合

（４）上記（２）による申請要件に該当しない事実や不正等が判明し、高知県が協

力金の返還等を求めた申請者については、法人名や対象施設名などの情報を公

表することがあります。


